















れている｡ そこでは, 組織間の境界が問われており, 組織間の統合要因の究明が期待され
ている｡ どこまでが企業組織の内部であり, また, 企業の統合に向けた動きが如何なる意
図でなされるかということが問われる｡ 本稿は, そうした組織間の提携と統合を推進する





える｡ また, 企業の持つ経済資源の活用とか, 情報交換のための経費節約とかが企業統合
の背景をなすとされてきた｡ それに関連して, 最近に至り, 新製品開発と関連した企業活
動の成果を, 補助資産の有無から解明したティースの特殊資産仮説が注目される｡ しかし,
















る貴重な資産を手に入れることも目的とされているのだともいう｡ しかし, 他方では, 経
営者の権力欲を満足させるための統合もあるともいう｡ そこでは, 企業統合がリーダーの
権力欲を満足させるという説に対して, ウイリアムソンは, 企業統合が, 権力の集中を分
散するために有効であり, 企業不祥事の予防につながるという重要な学説を提起する｡ 彼
は, 企業の社会的責任 (CSR) という観点より, 企業統合の原因を探究している｡
 動態機能資産を重視するティース説
本稿では, 組織間の統合の背景をなす要因の解明を目指す｡ そこで, 当初ラングロアの
企業活動に関する動態仮説が紹介される｡ 次いで, ウィリアムソンによる階層制組織と企






の所説である｡ さらに, 知識開発までを外部組織に委託することの意義を確認した KPO
(Knowledge Process Outsourcing) に関するアライアンスの実態と調査の成果を紹介し










論を発展させ, 組織と企業やその資源との関係性を探求している｡ 第３章では, 動学的取
引費用論を提示して, 取引費用やケイパビリティの価値の変化により, 垂直統合の意義の















ながり, 組織の境界を拡大することになる可能性がある｡ そこでは, 収穫逓増に向けた企
業活動が他の収穫低減をもたらすアクティビィ (活動) に伴う相殺作用により消えさる可
能性もある｡ そこで, 最終生産物の拡大は永続せず大量生産の効果にも限界が現れる｡ そ
の際の工場生産では, それぞれの組織の従業員が補完的な労働を行い, 相互の信頼関係の
もとに協力することが現実的となる｡ 逆に, 新たな産業の発展の可能性もある｡ そのさい,
管理部門における統合の効果は製造部門とは, 大きく異なるものとなる｡
 分業に効果が期待できるのは, 生産段階である｡ 組織の拡大で組織の経費が増加すれ
ば, 組織の拡大の効果はマイナスとなる｡
 コースは. 生産費用に加えて組織運用の費用を全体として考えた｡ それらの総和とな
る費用の最小化に向けた発想を提示してきた｡





的なケイパビリティ (活動) を持たないことである｡ そうした際には, 企業活動に補助的
な役割りを果たす資源とか, ケイパビリティの役割を追求することが必要とされる｡ そこ
で, 他企業の資産とか, 能力の活用を計るための提携や統合がなされることとなる｡ それ
が企業統合とアライアンスの契機となるとラングロアは指摘している｡
企業境界の問題は, 生産状況を与えられたとみたときに, 市場型の契約形態にすること
でも, 大きく経費がかわる｡ また, 経費は, 内部組織, 他の組織形態の性格などにも大き
く依存している｡ 技術の変化, 生産方式の変化があっても, 企業の戦略こそが経費の方向
性を決める｡ そこでは, 組織の中の学習の方式が大きな意義を持つものとなる｡
図１ ｢企業のアクティヴィティ・コスト｣ を参照して頂きたい｡ このグラフの中の B＊
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 Langlois R, et, al, 1995, Firms, Markets and Economic Change: A Dynamic Theory of Business
Institutions, Routledge.
谷口和弘訳 (2004年) 『企業制度の理論：ケイパビリティ・取引費用・組織境界』 NTT 出版.
第３章：企業境界の動学理論｡






多様な契約を準備する事が必要となるが, それは, 準備のための経費を高める｡ それは,
また, 垂直統合を進める為の経費に比べて組織内取引の経費を高めることがある｡ 統合の
推進は, 企業の資産価値を高めて, 株主や経営者にとっての残余コントロール権 (経費,
負債を除いた純資産) の拡大が必要となる｡ 場合によっては, そこに, 外部企業の組織化
を進めるメリットがある｡ ティースはそうしたケースを垂直統合の推進因の一つとして指







転がスムースに進行する｡ そうでないときには, 革新が不成功に終わることもある｡ 知識











出典：Langlois R, et, al, 1995, Firms, Markets and Economic Change: A Dynamic











第３期には, 多くの企業が完成車企業 (アセンブラー) としての製造活動に乗り出した｡
大量生産の可能性がその後半から始まり, それが本格化するのは, 第４期からである｡
その時期から, 完成車メーカーが, 関連企業を統合することが考えられた｡ 垂直統合が




上の損失として問題にしている｡ 特に, 『現代企業の組織革新と企業行動』 のなかでは,
組織を維持し, 管理するための管理コストと企業規模の問題を取り上げている｡ 企業の規
模が拡大することに伴い, 組織を構成するメンバーの間における意思疎通に困難をきたす
こともある｡ そうした意味で, 事業活動の規模は, 組織の管理経費とか効率性という観点






ことが指摘されている｡ 企業の規模拡大は, 大量生産の経済性という観点より, 歓迎すべ











 ラングロア, 谷口和弘訳 (2004年) 『企業制度の理論』 NTT 出版｡ 第４章｡
組織が活動する理由は, 以下の３点にある｡ すなわち, 世の中の現状における不完全な情
報, 組織の管理費用と取引費用への配慮, そして未来の不確実性に対する対応である｡ こ





多くの経費がかかる｡ そうした場合には, 市場に代えて, 組織の中に資源を囲い込むこと














大きな組織では, 意思決定の機構として, 階層構造が形成されている｡ その理由として
サイモンは, 以下の二点を指摘する｡ すなわち, 外部からの衝撃に対する吸収機関として




























構成する能力のことは, Dynamic capability (DC：動態的革新能力) と定義されている｡
DC に関しては, すでに, 複数の研究者による多様な発想が提案されているが, 未だにそ
の定義は確立されていない｡ ここでは, とりあえず企業経営の成功に向けて, 組織内外の
資源を統合, 構築, 再構成する能力のことを Dynamic capability (DC) と定義するもの
とする｡ それは, 今後に研究課題が多く残された分野といえるようである｡ しかし, 大別
すると, DC の競争優位に関する発想には二つの立場があるものとみられる｡ それは, 以





経営の成功に向けて, 他企業との協働, 協力が企業にとっては大きな課題となる｡ 他企
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 ウイリアムソン, O,E, 岡本康雄訳 (1975年) 『現代企業の組織革新と企業行動』 丸善, 訳者序文, ページ｡
金綱基志 (2006年) 『暗黙知の移転と多国籍企業』 立教大学出版社｡
Williamson Oliver E, 2010. Public and Private Bureaucracies: The Transaction Cost Economics
Perspective: Symposium in honor of Oliver E. Williamson: October 16,2010, At Gakushuuin University.
＠ウイリアムソン氏のノーベル賞受賞記念講演会には, 新制度派経済学研究会, ならびに組織学会の主たる
メンバーが招待された｡ 当日 (2010年10月16日) は, 200名ほどの参加者を得て盛会であった｡ 今日におけ
る日本の最重要テーマである官僚改革に関するウイリアムソンの卓見を聴取した｡ 民間企業の活性化に向
けたかれの発想を官僚改革に活用しようとするもので, 参考となるところが多かった｡ その要旨は, 機会
があれば紹介するものとする｡ ところで, 1992年３月３日に, 千葉商科大学で, ウイリアムソン博士の講
演をいただいた記録がある｡ その際の記録と併せて, 次回に報告したい｡
 Teece, David, J, 1987, The Competitive Challenge: Strategies for Industrial Innovation and Renewal.
石井淳蔵他訳 (1988年) 『競争への挑戦：革新と再生の戦略』 白桃書房｡ 第９章：技術イノベーションからの
利益｡ 227頁｡
Teece David, J, 2007, Explicating Dynamic Capabilities, Strategic Management Journal, Vol.28.
ティース著, 渡部直樹編著 (2010年) 『ケイパビリティの組織論・戦略論』 中央経済社｡ 第１章｡
業との事業活動における協力関係を形成する分野とその方法が課題である｡ そうした事業
協力や組織間の統合などに関連した組織の取引関係を制度としてとらえて研究を深めるの




して, その活用方式を考える立場である｡ 組織間の契約を重視する研究者としては, コー
ス, ウイリアムソン, ノースがおり, 後者のケイパビリティの発想を代表する研究者とし










保しつつ, その成果を活用するためには, 自分の企業だけでは, 模倣することの困難な資
産を整備して, かつ, 模倣の出来ないシステムを開発することが求められているというこ
とにもなる｡ 組織の持続的発展には, 独自の動態的革新能力 (ダイナミック・ケイパビリ
ティ：DC) が求められているということである｡ この DC を維持するためには, 企業独
自の戦略に加えて, 継続的に知的資産の拡大と創造, 拡張, 改良活動を行ない, DC を保
護して価値ある状態に維持するために利用されることとなる｡ ここでは, 分析のために,




 Harvard Business Review 誌において展開された経営学論争の簡単な紹介をすることとする｡
① まずは, ポーターによる企業の競争市場における地位を強調する発想である｡ それは, 企業の競争に向
けたポジショニングの重要性を強調する見解でもある｡ 全製品系列の取り揃えとネットワークの形成など
に競争優位を構築する秘訣があるとみる立場である｡
② つぎは, バーニーによる見解であり, 人間の知恵とか能力の格差を企業の大きな発展力と結びつける見
解である｡ 企業の持つ経営資源の役割を重視する見解でもある｡ この見解は, RBV 説 (Resource Based-
View) と称されている｡ ポーターの指摘とは異なる分野から企業の戦略の意義と強調を提唱している｡ DC
の発想は, 理論的に後者の資源ベース理論を基盤としているものであり, 基本的発想の上で, ティースな
どを中心に理論展開がなされている｡ それは, 従来は必ずしも, 重視されてこなかった知識等の貴重資源
の活用を指摘するものであり, 理論的に後者の資源ベース理論を基盤としているものである｡





国際的ビジネスの展開に際して DC が大きな意味を持つことは, 銘記されてしかるべき







こうしたところでの, 企業の成功に際しては, 以下の３点が重要となる｡ すなわち,
 事業機会の発見,  技術の移転, さらには,  新たなビジネスモデルの開発であ
る｡






機会のセンシング (見極め) と活用が重要である｡ そこでは, 以下の諸点に対する配慮





に配慮することが肝要である｡ その能力が DC の一つである｡
３. 三点間 (センシング, シージング, リコンフィグレーション) の矛盾
ダイナミック・ケイパビリティが前提とするのは, 自由な取引, 新知識のグローバルな
配分, それによるイノベーションの時代の形成である｡ DC の形成と活動は, 主としてトッ
プ・チームにより遂行されるが, 過去の企業モデルなど (組織プロセス, システム, 構造)
にも影響される(６)｡




 経営には, 三つの役割が必要である｡ それをトップが示すことが肝要である｡ しかし,
リーダーも一人では, その役割を果すことはできない｡ そこでは, チームを組むことが
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	 ティースほか著, 渡部直樹編著 (2010年) 『ケイパビリティの組織論・戦略論』 中央経済社｡ 第１章｡
求められている｡ チームの経営には, 三つの役割が必要である｡ 具体的には, そこで,


























































出典：Teece, David, J, 1987, The Competitive Challenge: Strategies for Industrial Innovation and Renewal.



































































出典：Teece, David, J, 2007, Explicating Dynamic Capabilities: Strategic
Management Journal, 28.



























出典：Teece, David, J, 1987, The Competitive Challenge: Strategies for
Industrial Innovation and Renewal.





しかし, こうした見解は, 従来必ずしも, 一般的に指摘されてはいないので, ティース
の発想は別の言葉で解説することが求められている｡ すなわち, 求められているのは, ティー






共特化 (co-specialization) という概念を解説する｡ これは, 組織間の垂直統合という概
念を持ち込むことなしに, 高度の価値配分によりアーキテクチュア優位を獲得できると仮




アーキテクチュアとは, 経済活動を形成する価値連鎖 (ヴァリュー・チェーン) の部分
として存在しており, 企業が資源の補完性と移動性を同時に達成できたときに発生するも
のであるとみている｡ 共特化を実現するための条件は, 以下の諸点にある｡ すなわち, 特
定の企業が, 他の会社の持つ補完的資産に投資する一方, その企業の経営技術の模倣を奨
励することで利益が得られることを指摘している｡ 自社に欠けている補完資産に対する投
資が, 企業の活動範囲を変え, 企業のイノベーション支援能力を強めるという｡ そうした
事実の意義も検討することに価値がある｡ イノベーションから企業が利益を得る価値連鎖





つが, その個性が, 相互に補完し合い, さらに, 調達に要するコストに対応して, 移動し









資産の移動性に伴い, 資産の相互依存には, 多くの危険性が潜んでいるという｡ 資産の補
完性がともに整えられても, 双方の効果が相殺され, その結果として, 革新の成果が得ら
れないことがある｡ そうした可能性を提示したティースの指摘は重要である｡ しかし, こ
れらの二つの事項に関する共特化の管理, すなわち, 双方を価値拡大に向けて管理する事
であり, それは重要な新たな知見をもたらすこととなる｡ すなわち, 垂直的に隣接するセ





補完資産を活用した過去の具体例としては, ファニー・メイとフレデイマック, PC 業












の回収が困難であるとされている｡ 仮に, 製品化されても, 競争で当初予想の数量の売り
上げが確保されないこともある｡ 他の企業や産業との競争で, 利益を挙げることが難しい
事も多い｡ だからこそ, 新製品開発に要した経費を企業に代えて確保することが, 産業政
策の中心的な役割であるとする見解もある｡





 Jacobides, Michael G, Thorbjorn Knudsen, and Mie Augier, 2006, Benefiting from Innovation: Value















品調達, 製造, 販売活動, 製品の使用へと続くものとなる｡ こうしたプロセスにおける事
業活動の中で, 付加価値の拡大が続くこととなるのだ｡
２. 比較的に付加価値の高いクルマ産業, 運送業等
実は, 産業により, この一連の付加価値の段階の担当分野が異なる｡ 事業活動の中の付











ことができる｡ そこでは, 耐久性, 安全性, 高速性などで優れた新製品の効用を十分に活
用して, 利益が上げられる｡ それに, クルマ業界の低燃費革命により, 輸送業は燃料経費











青木昌彦は, その著の第８章 (制度とは何か) において, 制度について解説し, 組織と
制度とを区別するが, 同時に, それら双方の関係性を強調している｡ 制度と組織との補完
性について語り, 双方の強い関係性と一体性に関する解説を行っている｡ 制度と組織の相
互補完性という新たな角度から, 制度と組織の転換や変革の困難さを強調している｡ そこ
での指摘は, 間接的には, 組織の境界の判定にもつながるものとみられる｡ また, それは,
技術革新や組織革新とも関連して, 重要な観点を提供するものと考えられる｡
１. 制度, 組織の関係性
青木は, 制度の定義として以下の４点を指摘している｡ すなわち, 明文化された法律や
規範, 守られない法, 自然に生成されたシステムや慣行, 組織そのものからなる｡
ついで, 高名な研究者であるノースの言葉の解釈から制度を公式, 非公式のゲームのルー
















 ＡとＢの均衡：ａ' ａ''：ｂ' ｂ''

























は, IBM の技術の周辺機器の開発は SV (シリコン・ヴァレー) に移籍した IBM の元技
師により推進されたとされる｡ IBM 本体を離れてようやく彼らの追求しようとした改革
が成功したのだ｡ アメリカの大企業の多くはオープン・アーキテクチュアにより成功した




を続けている｡ いまだに, 経済成長の兆候が見えない｡ 停滞の大きな要因としては, 制度




 青木昌彦 (2008年) 『比較制度分析序説』 講談社, 第８章参照のこと｡
Aoki Masahiko, 2010, Corporations in Evolving Diversity: Cognition, Governance and Institutions, Oxford
University Press.
Aoki Masahiko, 2010, Corporations: Architecture, Governance and Varieties.
: Second speech, Symposium in honor of Oliver E. Williamson: October 16, 2010, At Gakushuin
University.
伊藤秀史 『企業の境界と経済理論：日本の企業システム』 有斐閣 第４巻 第３章／65-88頁 (83-84頁)｡
 岡崎哲二 (2002年) 『経済史の教訓：危機克服のカギは歴史の中にあり』 ダイヤモンド社｡
野口悠紀雄 (2011年) [日本の戦後はまだ始まっていない], 『日本国の失敗の本質』 中央公論, 2012年１月号
別冊｡
｢国際協調のための経済構造調整研究会｣ 報告書 (昭和61年４月７日)：前川春雄氏を委員長とするレポート｡










された｡ しかも, 企業活動の監視役の官僚の天下りを拡大し, それを放置したままで, 企
業活動に伴う欠陥に手をこまねいてきたのである｡ 新たな企業の開設を官僚統制により厳





















困難はわからないわけではない｡ 彼らは, 日本の主要な学会にも, 大学の研究会にも姿を
見せたことはない｡ しかし, 真実と向き合い, 消費者の利益を向上するための行政改革の






図していた｡ 国民の営業活動の自由を拡大し, 企業活動の活性化に向けて, 大きな取り組
みをすることを占領軍は意図していたとされる｡ それが途中で頓挫したのは, 朝鮮戦争の
勃発で, 戦争遂行のために緊急に中央での資源調達が必要となり, 中央集権制が再度, 強
化されることが求められたことにあるとされている｡ 戦争物資の調達と自衛隊強化の意図
から, 官庁の権限の温存を余儀なくされたといわれている｡ その後の, 60年間, 残念なが
ら, 日本の政治家の積極的な指導と自主性により, 官僚体制の改革が実視されることはな




復興に大幅に遅れた原因は, 土地の処理権, 営業権が地方自治体にないためであり, ま
た, 地方の自治権の大きな制約にあった｡ かつて, 地方分権委員会の指摘した通りに, 道




間, 真実が隠蔽されていた｡ その対応の誤りは, 原子力安全委員会の有識者たちも手を貸





企業間の提携関係は, 企業の境界を考える上に, 大きな役割を示す｡ しかも近年には,
知識創造の分野においても, 企業間の提携が行われ, 企業境界の設定が困難となりつつあ
る｡ これまでは, 一つの企業の中で行われるとみられてきた知識の創造活動が組織を超え




は, 従来の常識を疑うことが必要とされる新たな事態でもある｡ また, それは, 組織とい
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 影山僖一 (2007年) ｢技術革新, 設備投資と産業政策の関係性：投資決定因としての財務状況, 企業統治形態｣
平成法政研究 (平成国際大学機関誌), 第12巻第１号, 2007年10月｡
影山僖一 (2011年) [日本企業の経営者革命と教育改革：社会経済活性化に向けた新提案] 麗澤経済研究 (麗




とにある｡ KPO (Knowledge Process Outsouring：知識形成プロセスのアウトソーシン
グ) におけるアライアンスの目的も, 競争優位の獲得にある｡ そのためには, 多くの分野
に対する配慮が求められる｡ KPO をめぐる補完財, 共同特殊材, 取引に特別な資源に関








しかし, かなり高度な知識は, 自社のなかでは, 開発が困難であることも多い｡ 知識の創
造は, 必ずしも, 企業の最終目的ではない｡ 企業は, その競争優位な立場を維持し向上さ
せて, 永続的な利益確保を計ることが目的であるから, そこでは, 目的に向けた手段とし
ての知識創造活動の外部委託もありうるのだ｡
しかし, 企業に固有のものとされる知識の創造を外部に注文することは一つの冒険であ
る｡ だから, その際には慎重な配慮が求められている｡ 外部注文の方法の在り方, その後
の高度な知識の取り扱いにも多くの配慮が求められる｡ 知識の水準, 企業間の地理的近接
性なども配慮されるべきである｡ 知識創造プロセス (KPO) については, 内製するのか,
外注かの判断の際には, 他の資産の形成の差異よりも, より複雑な判断基準の選択が迫ら
れることとなる｡ さきに提示した三つの学説のほかに, さらにいくつかの判断基準がある
ものとみられる｡ また, KPO の内容が大きな意味を持つものとなる｡ さらには, 高度化
した知識の外部組織からの調達には, 委託先の慎重なパートナー選びが求められる｡
３. 場所と知識開発の志気の高さ
そこで, ムダンビは KPO の性格と組織行動に対するインパクトに関して12の仮説を設
定している｡ ムダンビ仮説の１－７では, KPO の定義と性格に関する特色を指摘してお
り, 仮説８以降は, KPO の顧客とベンダーとの関係を探求している｡ そこで, 定義や解
説の部分を捨象して, ８－12の紹介で, KPO の顧客とベンダーの関係性の理解を深める
ものとする｡
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 Mudambi S M and Tallman S, 2010, Make, Buy or Ally? Theoretical Perspectives on Knowledge Process
Outsourcing through Alliances, Journal of Management Studies, 47, 8. Dec, 2010. ibid.1446.-1453.




仮説８：顧客とベンダーとの共同特殊化 (共特化) が進むと, 双方の取引に関する特殊な
























































出典：Mudambi Susan M, and Tallman Stephen. (2010), Make, Buy or Ally?
Theoretical Perspectives on Knowledge Process Outsourcing through
Alliances. Journal of Management Studies, 47.8 December, 2010. P1440.
第９章：結論：制度改革と産業発展
企業境界の判定に関しては, ティースの指摘にあるように企業の持つ資産の特性が大き


























織の本質が問われることとなろう｡ また, これまでは, 組織の境界を決定するといわれて
きた資産の意義やその価値の内容までもが問われることとなる｡ 今後に残された企業境界





ものといえる｡ 20世紀末まで継続した日本の経済成長も, その後は, 停滞に転じ, 21世紀
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の始めまでは, 低成長を続けており, 新たな強い回復力は見られない｡ 特定の産業が伸び
たり, 輸出が回復したりということだけでは, 高度な成長の基盤としてはか弱いものであ
る｡ 経済制度の変革と, 企業組織の改革とが同時並行的に推進されることがなければ, 経
済や産業の新たな成長力とはならないものとみられる(12)｡
５. IT 産業, 金融業の育成
ティースのいう言う補完資産の拡大という発想は重要である｡ ものづくりにのみにこだ
わることで金融業やその関連産業の拡大に向けた日本産業の発展の努力が疎かにされてき
た｡ 製造業のみでなく, 金融業, IT 産業等の強力な行政的支援が求められている(13)｡
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影 山 僖 一
日本経済の停滞は継続しているが, 経済活動の活性化や企業活動の低迷を打破する手段































Territory of Organizations and Strategic Organizational Alliances
―On the Dynamic Capability and Alliances―
Kiichi KAGEYAMA
The article intends to indicate the limits of organizations and to show the way of
the enlargement of the organizations.
In order to find out the reasons behind the development of organizations, several
theories are illustrated with detailed explanations, such as Langlois, Williamson,
Teece, Jacobides and Mudambi.
Amongst others, Dynamic Capability and Co-specialisation will be introduced in the
article.
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